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１．趣旨
 鶴田町（以下「町」とする。）では、令和２年３月に管内小学校の統廃合に伴い閉校となった
旧梅沢小学校の校舎、土地等（以下「廃校施設」という。）の利活用について、産業の振興、雇
用の創出、地域の活性化に寄与する事業者等を広く募集します。
 廃校施設の利活用を希望する事業者等から、事業内容を提案していただき譲渡するものです。
（ 公募型プロポーザル ）

２．対象物件の概要
⑴ 土地

登記 現況
13番地6 宅 地 宅 地 15,258㎡

13番地24 雑種地 雑種地 644㎡

15,902㎡

※用途地域等：都市計画区域・無指定
※今回売却するのは、位置図中①・②部分で、敷地内公衆用道路は含みません。

⑵ 建物
項目

種類
構造
床面積
建築年
その他
種類
構造
床面積
建築年
その他
種類
構造
床面積
建築年
その他

鶴田町大字横萢字松倉

旧梅沢小学校施設利活用事業に関する募集要領

所在 地番
地目

地積

鶴田町大字横萢字松倉
計２筆 地積合計

種別

①校舎棟
（登記済）

校舎

昭和37年3月築

木造亜鉛メッキ鋼板葺２階建
1,909.18㎡

③物置２
（未登記）

物置
木造亜鉛メッキ鋼板葺平家建
20.70㎡
昭和40年代

②物置１
（未登記）

物置
木造亜鉛メッキ鋼板葺平家建
39.78㎡
昭和37年頃
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種類
構造
床面積
建築年
その他
種類
構造
床面積
建築年
その他

⑥その他
設備等：水洗トイレ
工作物等：門、フェンス、バックネット、プール、基礎のない物置（2棟）、
     タンク置場、国旗掲揚台、遊具等

⑶ 各供給施設及び排水施設の整備状況

⑷ 立地的特徴
鶴田町東部に位置し、最寄駅のＪＲ五能線「陸奥鶴田駅」まで西方へ約3.7㎞
最寄り商業施設「スーパーストア鶴田フッドリバーモール店」まで北西方へ約3.1㎞
東北自動車道浪岡ＩＣまで約14.9㎞
津軽自動車道五所川原東ＩＣまで約6.4㎞
青森空港まで約23.7㎞

⑸ 特記事項
① 浸水想定区域
  譲渡物件については、一級河川岩木川が氾濫した場合に0.5ｍ～3.0ｍの浸水深が想
 定される浸水想定区域にあります。
  また、岩木川水系十川が氾濫した場合に0.5ｍ未満の浸水深が想定される浸水想定区
 域にあります。

④物置３
（未登記）

物置
木造亜鉛メッキ鋼板葺平家建
39.78㎡
昭和40年代

各供給施設等 整 備 状 況 等
上水道 有
下水道 有（農業集落排水接続済）

⑤ポンプ室
（未登記）

プールポンプ室
ブロック造亜鉛メッキ鋼板葺平家建
4.00㎡
昭和37年頃

灯油
暖房設備 ＦＦ式石油ファンヒーター（各室）
通信設備 インターネット回線、電話回線

雨水 側溝等
ガス プロパンガス
電気
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② 埋蔵文化財
  文化財保護法（昭和25年法律第214号）第93条に基づく周知の埋蔵文化財包蔵地に
 は該当しません。
③ 土壌汚染
  土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）に基づく要措置区域・形質変更時用届出区
 域には指定されていません。
④ 法令等の遵守

   施設整備及び運営にあたっては、建築基準法や消防等の法令を遵守するともに、そ
 の他必要な法令、条例等の手続きを行ってください。
⑤ アスベスト
  本件建物については、目視調査の結果、その使用は認められません。
⑥ ドクターヘリランデブーポイントの指定について
  旧梅沢小学校は、ドクターヘリランデブーポイントに指定されています。
  ※ 買受者の希望により、必要に応じて指定を解除することができます。

３．スケジュール（下記スケジュールはあくまでも予定であり、状況によって変更する場合があります。）

No.
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12

※必要に応じてプレゼンテーション及びヒアリングを実施します。

４．応募資格
 本事業に応募することができる者は、県内に住所を有する個人又は県内に本社（店）を置
く法人で、次の条件に該当しない者。

  ⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号、以下｢施行令｣という。）第167条の4の規定
   に該当しない者であること、及び破産者で復権を得ないもの。

項目 期日・期間
募集要領の配布 令和7年3月14日(金)～3月21日(金)
現地の見学 令和7年3月14日(金)～3月21日(金)
質問の受付 令和7年3月14日(金)～3月21日(金)
質問の回答 随時
応募書類の受付 令和7年3月24日(月)～3月28日(金)
応募の審査 ※ 令和7年4月上旬
議会への説明 令和7年4月上旬
住民への説明 令和7年4月上旬
候補者の決定 令和7年4月中旬以降
譲渡契約の締結 令和7年4月中旬以降
契約保証金の納付 譲渡契約締結時に納付していただきます。
売買代金の納入 本契約締結の日から30日以内
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  ⑵ 施行令第167条の4第2項各号のいずれかに該当すると認められたとき、その事実があっ
   た後３年を経過していない者。

  ⑶ 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開始の申立て、又
   は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定に基づく再生手続開始の申立てがな
   されている者。

  ⑷ 国税、都道府県税及び市区町村税を滞納している者。

  ⑸ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第２条第２号
   から第６号までに規定する者その他反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために

 利用する等公序良俗に反する用に供する者。

⑹ 宗教活動、政治活動に利用する目的の者。

⑺ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（平成3年法律第77号）第２条第１
 項各号に掲げる風俗営業及び同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業並びにこれらに類
 する営業の用に供する者。

⑻ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第２条に規定する廃棄物
 を処理する用に供する者。

⑼ その他環境上又は衛生上有害の度が高いと考えられる業種を営業する用に供する者。

５．譲渡価格
⑴ 譲渡価格
 土地及び建物については、不動産鑑定に基づく、最低制限価格以上の価格を買取希望価格
として提示すること。

区 分
建 物 円(税抜)
土 地 円

計 円
※買取希望価格に消費税は含まず記載していただき、契約時に消費税を加算します。

⑵ その他
 現況有姿での一括譲渡が原則ですので、廃校施設の改修・改築等にかかる費用、維持管理
費用、使用しない物件（建物、立木等）の撤去等の費用及び使用しない備品の撤去及び廃棄
費用等、譲渡後の廃校施設に係る全ての費用について、買受者の負担とします。

最低制限価格等 備     考

703,000

0 現状のまま譲渡（付属設備も含む）します。
703,000
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６．対象物件の条件
校舎等の利活用に当たっては、次の事項を条件とします。
⑴ 譲渡について

① 物件の引き渡しは土地・建物を一括して、現状有姿による有償譲渡とします。
② 譲渡予定日は、令和7年4月中旬以降（予定）となります。

⑵ 譲渡等の禁止
 所有権移転の日から１０年間は次の行為を行ってはならないこと。
① 売買、贈与、交換、出資等により校舎等の所有権を第三者に移転すること。
② 計画書に記載した用途に反することとなる地上権、質権、使用貸借による権利、又
 は賃借権、その他の使用収益を目的とする権利を設定すること。

⑶ 実地調査等
 町は、契約の履行状況を確認するため、必要に応じて校舎等の使用状況を調査し、又
は買受者から報告を求めることができる。

⑷ 瑕疵担保責任
 契約締結後に、校舎等に隠れた瑕疵を発見したとしても、買受者は売買代金の返還若
しくは損害賠償の請求を求めることができないこと。

⑸ 地域への協力等
① 施設整備及び運営に当たっては、地域住民との連携を大切にし、良好な信頼関係の
 形成や周辺の住環境等への影響に配慮すること。
② 本件土地において工事等を行うに当たり、近隣住民に対し、丁寧な対応を心がけ、
 工事着工前に工事説明を必ず行うこと。
③ 物件の活用に関し、隣接土地所有者等と調整が生じた場合は、すべて買受人におい
 て行うこと。

⑹ 法令などの遵守
 施設整備及び運営に当たっては、関係法令等を遵守すること。

⑺ 災害時における避難場所の指定について
 旧梅沢小学校は、旧梅沢小学区の災害時の避難場所として指定されています。
 災害発生時には、当該施設の屋内運動場を避難場所として使用させていただく場合が
あります。
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⑻ 固定資産税（建物分）に対する補助について
 当該施設は、固定資産税がおよそ４６万円ほど課税される予定で、このうち建物分
は約３０万円です。町では、買受者の負担を軽減し、健全な経営での事業継続をして
いただくため、固定資産税相当額のうち建物分について、取得した翌年から１０年間、
次のとおり補助します。

⑼ その他
 公の秩序又は、善良な風俗を乱すおそれ、又はこれに類する用に供する施設として利
用しないこと。

７．応募書類について
⑴ 提出書類

 申込みをする場合は、次の書類を提出してください。なお、必要に応じて追加資料の
提出を求める場合があります。
① 応募申込書（様式１または１－２）
② 施設の管理運営計画書（様式２）
③ ３年間の収支計画書（様式３）（営業目的でない場合は省略可能）
④ 施設整備計画書（任意様式）
⑤ 申請者（法人）の概要に関する書類（様式４または４－２）
 〈添付書類〉
   共同による応募の場合は、構成員となる事業者についても提出してください。

区 分 補助率
１～５年目 100%

６～１０年目 80%

個人の場合

ア 住民票
イ 印鑑登録証明書
ウ 身分証明書
エ 直近の納税証明書 ※

法人の場合

ア 定款〈写し〉
イ 法人登記簿謄本又は履歴事項全部証明書
  〈発行後３ヶ月以内のもの〉
ウ 直近の納税証明書 ※
エ 印鑑証明書（法人）
オ 法人の概要及び役員構成等
カ 役員及び施設従事予定者の履歴書
キ 法人等の財務状況に関する書類
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   ※ 下記の未納がないことを確認できるもの。

⑥ 買取希望価格調書（様式５）
⑦ 宣誓書（様式６）

⑵ 留意事項等
① 応募期限経過後の書類の差し替えは認めません。
② 次に該当する場合、応募は無効とします。
 ア 応募書類に虚偽の記載がある場合
 イ 応募書類を提出期間内に提出しなかった場合
 ウ 応募書類に記名押印がない場合
③ 応募書類は、次のとおり取り扱います。
 ア 応募書類は、理由を問わず返却しません。
 イ 応募書類は選定作業に必要な範囲で複製することがあります。
 ウ 応募書類の記載内容についての著作権は、応募者に帰属しますが、廃校施設利活
  用候補者の決定の公表、その他町が必要と認めるときは、町は応募書類の内容を無
  償で使用できるものとします。
 エ 応募書類については、鶴田町情報公開条例の定めるところにより、公開される場
  合があります。
④ 応募に関して必要となる費用は、応募者の負担とします。
⑤ 応募後にやむを得ない事情により、応募を取りやめなければならなくなった場合は、
 辞退届（様式９）を提出してください。

⑶ 個人情報の取り扱い
 応募書類などに記載されている個人情報については、廃校施設利活用候補者選定作業
以外には使用しません。

８．応募の手続き
⑴ 募集要領の配布

① 期  間 令和7年3月14日(金)～ 3月21日(金)（土・日・祝日は除く。）
② 時  間 午前8時30分から午後5時まで
③ 場  所 鶴田町役場総務課管財係

※鶴田町ホームページからもダウンロードできます。
（http://www.town.tsuruta.lg.jp/）

国税 法人税、消費税及び地方消費税、所得税
都道府県税 法人都道府県民税、法人事業税、都道府県民税

市区町村税
法人市区町村民税、市区町村民税、固定資産税、国民健
康保険税
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⑵ 現地の見学
① 期  間 令和7年3月14日(金)～ 3月21日(金)（土・日・祝日は除く。）
② 時  間 午後2時から午後4時まで
③ 場  所 青森県北津軽郡鶴田町大字横萢字松倉13番地6

旧梅沢小学校
④ 参加人数 各応募者３名以内とします。
⑤ 内  容 土地及び建物の現況確認
⑥ 申込方法 希望する場合は、申込書（様式７）に必要事項を記入の上、メール

又はＦＡＸにより申し込んでください。
⑦ 申  込  先 鶴田町役場総務課管財係

⑶ 募集要領に関する質問の受付
質問に係る回答は、ＦＡＸ若しくはメールで随時行います。
なお、個人情報に関するものについては、お答えできません。
① 期  間 令和7年3月14日(金)～ 3月21日(金)（土・日・祝日は除く。）
② 時  間 午前8時30分から午後5時まで
③ 受付方法 質問書（様式８）に質問内容を記入の上、メール又はＦＡＸにより

下記の宛先まで送信してください。
④ 受  付  先 鶴田町役場総務課管財係

⑷ 応募書類の受付
① 期  間 令和7年3月24日(月)～3月28日(金)（土・日・祝日は除く。）

※事前確認を受けて提出してください。
② 時  間 午前8時30分から午後5時まで
③ 提出方法 持参又は郵送（3月28日(金)午後5時までに必着のこと。）
 ア 持参の場合は、予定日を事前連絡の上、持参すること。
 イ 郵送の場合は、書留郵便等の配達記録が確実に残る方法とすること。
④ 提  出  先 〒038-3595

青森県北津軽郡鶴田町大字鶴田字早瀬200番地1
鶴田町役場総務課管財係
電話 0173-22-2111

⑤ 応募書類  正本として、「７．応募書類」の「⑴ 提出書類」に掲げる①か
ら⑦までの書類（ページを入れたもの）を１部と、副本として②か
ら⑤までの書類（ページを入れたもの）を７部それぞれ提出してく
ださい。
 なお、提出書類は、原則として日本工業規格Ａ列４とし、ファイ
ル等に綴じて提出してください。
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９．廃校施設利活用候補者の選定
⑴ 選定の方法

① 廃校施設利活用推進委員会において応募書類を審査します。
② 応募者に対し、必要に応じてプレゼンテーション及びヒアリングを行う場合があり
 ます。
③ 議会への説明を行い、議会の意見を踏まえ審査します。
④ 住民への説明を行い、住民の意見を踏まえ審査します。
⑤ 総合評価を行い、廃校施設利活用候補者を選定します。

⑵ 選定の基準

か

⑶ 選定結果の通知
 選定の結果については、すべての応募者に通知します。ただし、詳細な選定内容につ
いては、お答えしかねます。

10．契約の締結等
⑴ 契約の締結

 廃校施設利活用候補者の決定後に契約を締結します。

⑵ 契約保証金
 契約保証金については、契約時に代金の１００分の５以上の額を納付すること。
 この契約保証金は、代金の納付時に該当代金に充当します。

審 査 項 目 内     容
利活用に関する基本理
念･基本方針

企画提案のコンセプトが明確で、事業内容及び事業実施条件に合致
するか

利活用の概要
⑴ 実現性の高い説得力のあるものとなっているか
⑵ 計画的なスケジュールとなっているか
⑶ 事業活動が、既存の景観を損なうものでないか

地域との関わり
⑴ 地域住民との交流や連携、地域防災への協力が意欲的となって
 いるか
⑵ 住環境及び環境負荷、安全等へ配慮されているか

その他
鶴田町内に本社（店）若しくは事務所を置く事業者（個人）である

売買価格 買取希望金額が妥当か

運営体制
⑴ 事業運営の継続性とリスク管理が具体的であるか
⑵ 適切な人員の配置、雇用計画があるか

資金計画及び事業収支計
画（営業目的でない場合
は省略可能）

⑴ 長期的な経営が期待できる資金計画財務状況となっているか
⑵ 根拠が明確になっている事業収支計画となっているか
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⑶ 費用の負担
 所有権移転登記の手続きは町で行いますが、登録免許税や契約締結にかかる諸費用等
は、廃校施設利活用候補者の負担とします。

11．問い合わせ先
〒038-3595

青森県北津軽郡鶴田町大字鶴田字早瀬200番地1
鶴田町役場総務課管財係
電話 0173-22-2111
FAX 0173-22-6007
E-mail：kanzai@town.tsuruta.lg.jp

〈添付書類〉
・位置図、配置図、平面図
・共通様式集
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